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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　緊急時の表示に応答して、ネットワークを介してワイヤレス通信を使用可能にする方法
であって、
　前記緊急時に関連する呼出しに応答して、前記ネットワークを介して前記呼出しをさら
に送るためにアップリンク周波数帯でワイヤレス・バックホール・リンクを基地局に提供
させるステップと、
　前記ネットワークがオフラインであっても前記呼出しおよび関連情報を受諾するステッ
プと、
　前記呼出しおよび前記関連情報を格納するステップと、
　送信周波数帯を受信機周波数帯と交換して、前記基地局を端末として再構成するステッ
プと、
　固定有線バックボーン・ネットワーク・リンクが誤作動を示すときに、前記ワイヤレス
・バックホール・リンクを介して前記呼出しを転送するステップとを含み、
　前記呼出しを格納するステップが、
　バックボーン・ネットワークへのリンクが利用可能であるかどうかを検出するステップ
と、
　バックボーン・ネットワークへのリンクが利用可能である場合、バックホール接続性を
有する別の基地局へのサテライト接続、ワイヤレス・ローカル・エリア・ネットワーク接
続、ＷｉＭＡＸ接続、ＵＭＴＳプロトコル、ＣＤＭＡプロトコルのうちの少なくとも１つ
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を使用して、前記呼出しに関連する情報を非リアル・タイムでアップロードするステップ
を含む、方法。
【請求項２】
　前記基地局のダウンリンク送信側をアップリンク送信側に変換するフィルタを使用して
、前記固定有線バックボーン・ネットワーク・リンクの前記誤作動を克服する高出力端末
を提供するステップ、をさらに含む請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記固定有線バックボーン・ネットワーク・リンクを使用する代わりに、前記フィルタ
を使用して、前記基地局に前記ワイヤレス・バックホール・リンクを使用する前記基地局
ルータとして動作させて前記呼出しを完了するステップ、をさらに含む請求項２に記載の
方法。
【請求項４】
　前記基地局で前記フィルタに基づいてワイヤレス・サービスを使用可能にするステップ
、をさらに含む請求項３に記載の方法。
【請求項５】
　前記呼出しを格納するステップが、
　ローカル・ディスクおよびランダム・アクセス・メモリの少なくとも一方の上に音声呼
出しを格納するステップ、をさらに含む請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記サテライト接続、ワイヤレス・ローカル・エリア・ネットワーク接続、ＷｉＭＡＸ
接続、ＵＭＴＳリンク、ＣＤＭＡリンクのうちの少なくとも１つを使用して、前記別の基
地局へ非リアル・タイムで前記呼出しを送達するステップ、をさらに含む請求項１に記載
の方法。
【請求項７】
　前記呼出しを格納するステップが、
　前記ワイヤレス通信を完了するために、前記基地局を再構成して無線周波数端末を動作
可能にするステップ、をさらに含む請求項１に記載の方法。
【請求項８】
　前記基地局を再構成して無線周波数端末を動作可能にするステップが、
　前記基地局でトランシーバを使用して、送信周波数帯を受信機周波数帯と交換するステ
ップと、
　アップリンク・バジェットに基づいて、ＣＤＭＡプロトコルとＵＭＴＳプロトコルの少
なくとも一方を使用して、前記ワイヤレス・バックホール・リンクに関する送信出力の所
望のセル範囲を使用可能にするステップ、をさらに含む請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　前記基地局を再構成して無線周波数端末を動作可能にするステップが、
　前記基地局に向けられたアンテナに前記送信出力を供給するステップと、
　前記送信出力に基づいて、前記所望のセル範囲を増加させるステップ、をさらに含む請
求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　前記緊急時での前記方法が、
　周波数変化の表示に基づき、前記基地局を、基地局モード又は移動局モードの一つにお
いて動作させるステップと、
　周波数帯において対称である基地局ルータを有効にする周波数アジャイルである、前記
基地局内の全ての無線周波数関連モジュールを提供するステップと、
　ポイントツーポイント無線周波数通信及びポイントツーマルチポイント無線周波数通信
のうちの少なくとも１つをサポートするステップ、をさらに含む請求項８に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、一般には遠隔通信に関し、より詳細にはワイヤレス通信に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ワイヤレス通信システムまたはモバイル遠隔通信システムは通常、ワイヤレス通信装置
の様々なユーザまたは加入者に様々なタイプのサービスを提供する。ワイヤレス通信装置
は、モバイル・ユニットまたは固定ユニットでよく、１つまたは複数のワイヤレス・ネッ
トワークにわたる地理領域内に位置することができる。移動局（ＭＳ）、アクセス端末、
ユーザ装置などのワイヤレス通信装置のユーザまたは加入者は、特定のワイヤレス・ネッ
トワーク内（および特定のワイヤレス・ネットワークの外側）で常に移動することができ
る。
【０００３】
　ワイヤレス通信システムは一般に、移動局とのワイヤレス通信リンクを確立することの
できる１つまたは複数の基地局（ＢＳ）を含む。基地局は、ノードＢまたはアクセス・ネ
ットワークと呼ばれることもある。移動局と基地局との間でワイヤレス通信リンクを形成
するために、移動局は、基地局によって同報通信される利用可能なチャネル／搬送波のリ
ストにアクセスする。この目的で、スペクトラム拡散ワイヤレス通信システムなどのワイ
ヤレス通信システムは、複数のユーザが同一の広帯域無線チャネル内で同時に送信するこ
とを可能にすることができ、スペクトラム拡散技法に基づいて周波数再利用を可能にする
。
【０００４】
　多くのセルラ・システム、例えばスペクトラム拡散セルラ・システムは、符号分割多元
接続（ＣＤＭＡ）プロトコルを使用して、ＩＳ－９５、ＣＤＭＡ２０００、Ｕｎｉｖｅｒ
ｓａｌ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｔｅｌｅｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ　Ｓｙｓｔｅｍ（ＵＭＴＳ
）ベースの広帯域ＣＤＭＡ（ＷＣＤＭＡ）などの所望の規格に適合するワイヤレス・ネッ
トワーク内でデータを伝送する。スペクトラム拡散セルラ・システムは一般に、基地局が
ダウンリンク（順方向リンク（ＦＬ）とも呼ばれる）上でサービスしていることのできる
１つまたは複数の移動局に関連する伝送を実現する。したがって、移動局から基地局への
伝送は、アップリンク（逆方向リンク（ＲＬ）とも呼ばれる）上で行うことができる。同
様に、逆方向リンク（ＲＬ）上で、１つまたは複数の移動局は、移動局にサービスする基
地局と通信することができる。
【０００５】
　セルラ・システム内のワイヤレス通信を確立するために、基地局（ＢＳ）は、ＭＳ－ｔ
ｏ－ＢＳ（逆方向リンクまたはアップリンク・リンクＲＬ）上でサービスしている様々な
移動局（ＭＳ）の伝送をスケジューリングする。この目的で、基地局は、ＢＳ－ｔｏ－Ｍ
Ｓリンク（順方向リンクまたはダウンリンクＦＬ）上の移動局に対して様々な能力を有す
るチャネルを提供することができる。例えば、基地局は、所望のプロトコルに従って動作
し、トラフィック・チャネル、制御チャネル、およびアクセス・チャネルに対していくつ
かのエア・インターフェースを提供するチャネルを提供することができる。移動局は、チ
ャネルのうちの１つを使用して基地局とのワイヤレス通信リンクを確立することができる
。具体的には、Ｔｈｉｒｄ　Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ　Ｐｒｏｊｅｃｔ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ
ｈｉｐ（３ＧＰＰ）規格では、アクセス端末（ＡＴ）、またはより一般的には移動局（Ｍ
Ｓ）は、パイロット強度を使用して、逆方向リンク（ＲＬ）上のデータ転送速度制御（Ｄ
ＲＣ）メッセージを介して順方向リンク（ＡＮ－ＡＴリンク）データ転送速度を選択する
。転送速度値は、ＡＮまたはＢＳにフィードバックされる。ＡＴまたはＭＳは、データ転
送速度を求める要求をＡＮまたはＢＳに送り、次の伝送ではそのデータ転送速度で送信す
る。
【０００６】
　通常、呼出し元から所期の呼出しユーザへの音声呼出しなどの呼出しを完了するために
ネットワークを介してワイヤレス通信を通信するのに、バックホール（後方送信）・リン
クが使用される。ネットワーク内のバックホール・リンクは、例えば基地局とインターネ
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ット、データ・センタ、中央交換機、例えばモバイル交換局（ＭＳＣ）との間のリンクを
提供する。
【０００７】
　ワイヤレス・インフラストラクチャは重要な通信媒体である。しかし、災害または他の
大惨事のケースで、通常のワイヤーライン・バックホール・リンクが破壊された場合、通
信インフラストラクチャ全体が使用不能となる可能性がある。迅速なワイヤレス・インフ
ラストラクチャが急いで必要な場合であっても、バックホール・インフラストラクチャが
機能していない場合、または単に以前に存在していなかった場合、迅速なワイヤレス・イ
ンフラストラクチャを容易に導入することができない。
【０００８】
　多くのワイヤレス・ネットワークは、基地局、コントローラ、交換局、およびルータと
、同軸リンク、光リンク、またはマイクロ波リンクを用いる固定ネットワークへの接続と
を含む階層型のネットワークの集合からなる。音声呼出しのようなリアル・タイム・サー
ビスは、固定ネットワークに対する基地局の接続が失われた場合、または誤作動する場合
、完了を中止する。フル・サービスは、物理的接続が依然として存在する場合にのみ可能
である。これは特に、緊急呼出しのようなリアル・タイム・サービスについてそうであり
、ショート・メッセージ・サービス（ＳＭＳ）または他のＥメッセージのような非リアル
・タイム・サービスの送達についてもそうである。
【０００９】
　ワイヤレス・ネットワークの通信インフラストラクチャの障害中、特定の障害エリア内
では携帯電話ユーザが電話呼出しをすることができず、メッセージを送達または送信する
ことができず、情報を受信することができない。基地局が電源バックアップを有する場合
であっても、ネットワークの残りに対するリンクが欠如している場合には役立たない。地
震、洪水、嵐、または他の出来事のような災害の場合に、基地局がバックホール接続性な
しに所期の通りに依然として引き続き動作している場合であっても、破壊されたインフラ
ストラクチャが電話呼出しの完了を可能にしないことがあるのはこのためである。すなわ
ち、従来型モバイルは、上記で列挙した様々なシナリオで機能しないことがある。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　緊急時の表示に応答してネットワークを介してワイヤレス通信を使用可能にするための
方法および装置を提供する。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明のいくつかの態様の基本的理解を与えるために、単純化した発明の概要を以下で
提示する。この概要は本発明の包括的な概要ではない。本発明の主要な要素または重要な
要素を識別すること、または本発明の範囲を示すことは意図されない。この概要の唯一の
目的は、後で議論するより詳細な説明の準備として、単純化した形のいくつかの概念を提
示することである。
【００１２】
　本発明は、上述の問題のうちの１つまたは複数の効果を克服し、または少なくとも低減
することを対象とする。
【００１３】
　本発明の一実施形態では、緊急事態の指示に応答して、ネットワークを介してワイヤレ
ス通信を可能にする方法が提供される。この方法は、緊急事態に関連する呼出しに応答し
てネットワークを介して呼出しをさらに送るために、アップリンク周波数帯でワイヤレス
・バックホール・リンクを基地局に提供させることを含む。
【００１４】
　添付の図面と共に行われる以下の説明を参照することによって本発明を理解することが
でき、添付の図面では、同様の番号が同様の要素を特定する。
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【００１５】
　本発明には様々な修正形態および代替形態の余地があるが、図面には本発明の特定の実
施形態が例として示されており、それが本明細書で詳細に説明される。しかし、本明細書
の特定の実施形態の説明は、本発明を開示の特定の形態に限定するものではなく、逆に、
添付の特許請求の範囲によって定義される本発明の精神および範囲の中にあるすべての修
正形態、均等物、および代替形態を包含するものとする。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　本発明の例示的実施形態を以下で説明する。話を明確にするために、実際の実装のすべ
ての特徴が本明細書で説明されるわけではない。もちろん、そのような実際のどんな実施
形態の開発でも、実装ごとに変化することになる、システム関連の制約およびビジネス関
連の制約の遵守などの開発者の特定の目標を達成するために、多数の実装特有の決定を行
えることを理解されよう。さらに、そのような開発の努力は複雑で時間がかかることがあ
るが、それでも、本開示の特典を有する当業者にとっては型通りの作業でよいことを理解
されたい。
【００１７】
　一般に、固定バックボーン・ネットワーク誤作動の場合であっても緊急呼出しおよび他
の情報をオフラインで受諾、格納、および転送するための方法および装置が提供される。
基地局ルータ（ＢＳＲ）は、フィルタ装置が望まれる場合に、基地局ルータを、ワイヤレ
ス・バックホール・リンクを使用してバックホール・リンクの欠如または誤作動を克服す
ることのできる送信出力でワイヤレスに送信することのできる高出力端末にするための柔
軟なフィルタ装置を含む。基地局ルータは、フィルタ装置を使用することにより、ワイヤ
レス装置に対するサービスを可能にすることができる。基地局ルータの一応用例は、バッ
クボーン・ネットワークへの固定の有線バックホール・リンクが利用不能となったときで
あってもセキュリティを提供し、音声呼出しを完了することでよい。ＵＭＴＳ規格に準拠
する基地局ルータは、ボックスシステム内にＵＭＴＳソフトウェアおよび回路を含むこと
ができ、ボックスシステムは、スタンド・アロン・ユニットを形成するためにバッテリ・
パックおよび記憶装置を備えることができる。ＵＭＴＳベースの基地局ルータは、オペレ
ータがバックボーン・ネットワークなしに緊急バックアップ・サービスを提供することを
可能にすることができる。スタンド・アロン基地局ルータは、他のインフラストラクチャ
を不動作のままにする大惨事または他の状態で使用するための電池および記憶装置を利用
する。具体的には、バックホール・ネットワークまでの有線リンクが欠如する際に、基地
局ルータは、ＧＳＭまたはＵＭＴＳに準拠する電話などの従来型携帯電話からの緊急呼出
しまたはメッセージの受諾、格納、および転送を可能にすることができる。適切なバック
ホール・リンクが利用可能となるまで、ローカル・ディスクまたはランダム・アクセス・
メモリ（ＲＡＭ）上に音声呼出しを格納することにより、電池後援基地局ルータは、例え
ば衛星への超小型地球局（ＶＳＡＴ）接続、ヘリコプタへのＷＬＡＮ接続、ワイマックス
(Ｗｏｒｌｄｗｉｄｅ　Ｉｎｔｅｒｏｐｅｒａｂｉｌｉｔｙ　ｆｏｒ　Ｍｉｃｒｏｗａｖ
ｅ　ＡｃｃｅｓｓＷｉＭＡＸ）接続、さらには損なわれていないバックホール接続性を有
する別の基地局へのＵＭＴＳリンクを使用して、収集した情報をアップロードすることが
できる。以下で説明するＵＭＴＳのケースは、リアル・タイムで送達されない可能性のあ
る呼出し（ボイス・メッセージ）またはＳＭＳ／ＭＭＳのためにハードウェアおよび／ま
たはソフトウェアの再構成を使用する。その代わりに、ＷＬＡＮまたはＷｉＭＡＸまたは
他のワイヤレス接続を使用して、ヘリコプタへのＶＳＡＴリンクまたはクイック・アップ
ロードを介して呼出しまたはメッセージを送ることができる。３ＧＰＰ仕様では、例えば
、緊急呼出しが、認証なし、タイムラグなし、かつ優先権ありのリアル・タイム・サービ
スとして指定されるが、非リアル・タイム緊急サービスを使用する基地局ルータは、以下
に述べる多数の利点および特徴を提供することができる。
　１．緊急音声呼出しを収集し、適切なときに、非リアル・タイム・バックホール・リン
クを介してであっても緊急音声呼出しを格納および転送することのサポート。
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　２．緊急呼出しは、音声呼出し、ショート・メッセージ・サービス（ＳＭＳ）、メッセ
ージ・サービス（ＭＭＳ）、またはＥメールのような他のＥメッセージでよい。
　３．マルチメディア・コンテンツ（自動音声呼出し、ＳＭＳ、ＭＭＳ、Ｅメール、ピク
チャ、さらにはビデオ）を、誤作動バックホール・リンクを有するカバレッジ内の移動局
に向けて、例えばカルーセル・モードで配布することができる。
　４．基地局ルータの周囲のピクチャを撮り、位置ベースの情報と共に送ることができる
。
　５．悪天候条件、地震、ハリケーン、堤防決壊などの自然災害または人災のために給電
が停止した場合であっても、基地局ルータ・ベースの緊急装置は、内蔵電池を使用して依
然として使用可能にすることができる。
　６．基地局ルータ１１０を基地局または端末として動作するように選択的に再構成する
ことができる。
【００１８】
　基地局ルータは、高速切替無線周波数（ＲＦ）技法と、基地局と端末プロトコル・スタ
ックの交換をサポートするベースバンドとを使用することができる。誤作動バックホール
通信リンクを有するネットワークを介して緊急呼出しを完了する基地局ルータ・ベースの
方法の利点のいくつかは、以下を含む。
　１．Ｇｌｏｂａｌ　Ｓｙｓｔｅｍ　ｏｆ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ
ｓ（ＧＳＭ）プロトコル、ＵＭＴＳプロトコル、またはＷＣＤＭＡプロトコルを用いる基
地局ルータ・アーキテクチャを使用して、大惨事または他の災害中に緊急サービスをサポ
ートする一般的方式。
　２．基地局ルータ・ベースの応用例は、様々な規格を区別しなくてよい。
　３．比較的短い時間フレーム内で基地局ルータ・ベースの装置を経済的に配置可能にす
ることができる。
　４．バックボーン・ネットワークに対するワイヤーライン接続を導入する必要がない。
　５．既存のモバイルを修正することなく基地局ルータがＵＭＴＳ規格、ＧＳＭ規格、ま
たはＷＣＤＭＡ規格をサポートすることができる。
　６．大惨事後に動作中のままとなるように意図されたリンクがリアル・タイム・サービ
スをサポートすることに失敗した場合であっても、緊急サービスの範囲を大幅に向上させ
ることができる。例えば、緊急状態ではＳＭＳおよびＭＭＳ（ピクチャの転送）がより重
要となる。
　７．災害後に低データ転送速度の非リアル・タイム・リンクを使用して少量のデータだ
けを転送することができるように、基地局ルータ内部でボイス・メッセージを前処理し、
オーディオを圧縮することができる。
【００１９】
　その時にアップリンク周波数帯とダウンリンク周波数帯が共に存在するが、インフラス
トラクチャ・モードでは、ＢＳＲ　ＴＸがダウンリンクで動作し、ＢＳＲ　ＲＸはアップ
リンク・バンドで動作する。ＢＳＲが高出力端末として再構成されたとき、再構成後のＢ
ＳＲのＴＸはアップリンク・バンドで動作し、再構成後のＢＳＲ　ＲＸはダウンリンク・
バンドで動作する。基礎となるエア・インターフェース・プロトコルは通常、アップリン
クとダウンリンクが同時にアクティブとなることを全面的に仮定する。
【００２０】
　本質的に、ＴｘおよびＲＸについてのトランシーバ周波数を再プログラムすることがで
きる。電力増幅器は通常、ダウンリンク周波数で送信し、次いで再構成の後、アップリン
ク周波数で動作する。変更した周波数をアンテナに渡すように二重フィルタを再構成する
こともできる。
【００２１】
　図１を参照すると、ワイヤレス・ネットワーク１００が、本発明の例示的一実施形態に
よる、緊急時の表示１２０に応答してワイヤレス通信１１５を可能にすることのできる移
動局１０５および基地局ルータ（ＢＳＲ）１１０を含むように示されている。例えば、緊
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急時の表示１２０に関連する呼出し１２５に応答して、基地局ルータ１１０は、デジタル
・セルラ・ネットワーク１００ａを介して呼出し１２５をさらに送るために、アップリン
ク周波数帯１１７でワイヤレス・バックホール・リンク１３０を提供することができる。
基地局ルータ１１０は、ネットワーク１００がオフラインであるときであっても、緊急時
の表示１２０などの呼出し１２５および関連情報を受諾することができる。すなわち、基
地局ルータ１１０は、バックホール・リンク１３５が失われているときであっても呼出し
１２５が完了するための方法を提供することができる。バックホール・リンク１３５の例
は、バックホール接続性を実現する固定有線ネットワーク・リンクを含む。
【００２２】
　一実施形態では、基地局ルータ１１０は、通信回路１４０と、バッテリ・パック１４５
と、フィルタ・ソフトウェア１５５および他のデータを格納するためのストレージ１５０
と、トランシーバ１６０と、移動局１０５と通信するためにアンテナ１７０に結合された
フィルタ１６５とを備えることができる。通信回路１４０は、基地局ルータ１１０が移動
局１０５と通信することを可能にするための従来型通信回路を含むことができる。バッテ
リ・パック１４５は、電力インフラストラクチャおよびバックホール・リンク１３５が不
動作となったときに基地局ルータ１１０に電力を供給することができる。ストレージ１５
０は、フィルタ・ソフトウェア１５５と、特定の応用例に適した規格、プロトコル、仕様
のいずれか１つに準拠する任意の適切な通信ソフトウェアとを格納することができる。ト
ランシーバ１６０は、ネットワーク１００を介する無線周波数（ＲＦ）通信などの通信を
実現することができる。フィルタ１６５は、本発明のいくつかの実施形態で、基地局ルー
タ１１０でのワイヤレス・サービスを可能にすることができる。トランシーバ１６０は、
ＲＦ送信電力をアンテナ１７０に供給して所望のセル範囲を増大させるＲＦ電力増幅器を
備えることができる。
【００２３】
　通信回路１４０は、基地局１１０が移動局１０５およびインターネット・プロトコル（
ＩＰ）ネットワーク１８２と通信することを可能にする従来型通信回路を備えることがで
き、ＩＰネットワーク１８２は、インターネット・バックボーン１８５ａに結合すること
のできるバックホール・ネットワーク１８５を備えることができる。さらに、通信回路１
４０は、基地局ルータ１１０に無線ネットワーク・コントローラなどのコントローラ１８
０と通信させることができる。コントローラ１８０は、別の基地局１１０ａなどの別の基
地局に結合することができる。
【００２４】
　基地局１１０ａは受信機（ＲＸ）１９０を備えることができるが、バックホール・ネッ
トワーク１８５は受信機１９０ａを備えることができる。基地局ルータ１１０のトランシ
ーバ１６０は、受信機１９０とワイヤレスに通信することができる。コントローラ１８０
はモバイル交換局（ＭＳＣ）１９５に結合することができ、ＭＳＣ１９５は従来型ルータ
１９７に結合することができる。
【００２５】
　動作の際に、基地局は、基地局ルータ１１０として設けられ、フィルタ・ソフトウェア
１５５を使用して緊急時の表示１２０を検出することができる。基地局ルータ１１０では
、呼出し１２５に応答して、基地局は、呼出し１２５をストレージ１５０に格納すること
により、バックホール・ネットワーク１８５なしのスタンド・アロン・サービスを可能に
することができる。フィルタ・ソフトウェア１５５は、呼出し１２５内のメッセージを転
送するために基地局１１０ａなどの別の基地局と通信するように、基地局ルータ１１０を
高出力端末に変化させることができる。
【００２６】
　フィルタ・ソフトウェア１５５を使用することにより、基地局ルータ１１０は、呼出し
１２５および関連する情報をストレージ１５０に格納することができる。例えば、ストレ
ージ１５０は、ローカル・ディスクおよび／またはランダム・アクセス・メモリ上に音声
呼出しを格納することができる。固定バックボーン有線ネットワーク・リンク１３５が誤
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作動を示すとき、基地局ルータ１１０は、ワイヤレス・バックホール・リンク１３０を介
して呼出し１２５を転送することができる。基地局ルータ１１０は、サテライト接続、ワ
イヤレス・ローカル・エリア・ネットワーク（ＷＬＡＮ）接続、ＷｉＭＡＸ接続、および
／またはＵＭＴＳ接続のうちの１つを使用して、別の基地局１１０ａまたはバックホール
接続性を有する基地局ルータ１１０に非リアル・タイムで呼出し１２５を送達することが
できる。例えば、ＣＤＭＡまたはＵＭＴＳプロトコルを使用して、アップリンク・バジェ
ットに基づいて、基地局ルータ１１０は、ワイヤレス・バックホール・リンク１３０につ
いての送信出力の所望のセル範囲を可能にすることができる。
【００２７】
　フィルタ・ソフトウェア１５５は、基地局ルータ１１０に、周波数変化の表示に基づい
て基地局モードまたはモバイル端末モードの一方で動作させることができる。すなわち、
緊急時の表示１２０によって示される緊急状態では、基地局ルータ１１０は、選択的に少
なくとも２つの異なるモードのうちの１つで動作することができる。フィルタ１６５およ
びフィルタ・ソフトウェア１５５を使用することにより、基地局は、基地局ルータ１１０
などのスタンド・アロン基地局ルータとして動作する。基地局ルータ１１０は、本発明の
一実施形態では固定有線バックボーン・ネットワーク・リンク１３５の誤作動を克服する
端末を提供する。端末は、基地局ルータ１１０として動作するためにフィルタ１６５およ
びトランシーバ１６０を使用することができ、基地局ルータ１１０は、バックホール・リ
ンク１３５を介する呼出し１２５のための通信または接続性を提供する代わりに、基地局
に、ワイヤレス・バックホール・リンク１３０などのワイヤレス・リンクを動作可能にさ
せる。
【００２８】
　言い換えれば、フィルタ１６５およびフィルタ・ソフトウェア１５５を備えるフィルタ
装置１６２は、基地局ルータ１１０などの基地局に、ワイヤレス・バックホール・リンク
１３０の形態のバックホール・リンク１３５を提供させることができる。ワイヤレス・バ
ックホール・リンク１３０は、ポイントツーポイントおよび／またはポイントツーマルチ
ポイント無線周波数通信を提供することができる。この目的で、通信回路１４０、フィル
タ１６５、トランシーバ１６０、フィルタ・ソフトウェア１５５を含む無線周波数モジュ
ールは、周波数アジャイル（ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　ａｇｉｌｅ）となるように適合させる
ことができる。
【００２９】
　本発明の一実施形態では、基地局ルータ１１０は、ネットワーク１００を介して、呼出
し１２５に関連する緊急時の表示１２０に基づいて緊急関連情報を配布することができる
。例えば、基地局トランシーバ１６０は、メッセージの学習に続いて、呼出し１２５の格
納に関する音声告知をユーザに通知することができる。
【００３０】
　基地局ルータ１１０は、任意の望ましいプロトコルに従って移動局１０５にワイヤレス
接続性を提供することができる。プロトコルの例は、符号分割多元接続（ＣＤＭＡ、ＣＤ
ＭＡ２０００）プロトコル、広帯域ＣＤＭＡ（ＷＣＤＭＡ）プロトコル、Ｕｎｉｖｅｒｓ
ａｌ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｔｅｌｅｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ　Ｓｙｓｔｅｍ（ＵＭＴＳ）
プロトコル、Ｇｌｏｂａｌ　Ｓｙｓｔｅｍ　ｆｏｒ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａ
ｔｉｏｎｓ（ＧＳＭ）プロトコルを含む。
【００３１】
　移動局１０５の例は、限定はしないが、ワイヤレス・ネットワーク１００を使用してデ
ジタル・セルラＣＤＭＡネットワークなどの高速ワイヤレス・データ・ネットワークで動
作する携帯電話、携帯情報端末（ＰＤＡ）、およびグローバル・ポジショニング・システ
ム（ＧＰＳ）を含むワイヤレス通信装置のホストを含むことができる。移動局１０５の他
の例は、スマート・フォン、テキスト・メッセージング装置などを含むことができる。
【００３２】
　一実施形態に適合して、移動局１０５は、逆方向リンクまたはアップリンク・リンクを
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介して基地局ルータ１１０にメッセージを送信することができる。移動局１０５のユーザ
がワイヤレス・ネットワーク１００で通信することを可能にするために、無線ネットワー
ク・コントローラ（ＲＮＣ）を基地局に結合することができる。セルラ・システムでは、
基地局ルータ１１０と移動局１０５との間のワイヤレス通信１１５は、符号分割多元接続
（ＣＤＭＡ）プロトコルを使用して複数ユーザをサポートすることのできる無線周波数（
ＲＦ）媒体を介するエア・インターフェース１３０を介して行うことができる。順方向リ
ンクまたはダウンリンク・リンクは、移動局１０５にメッセージを提供することができる
。メッセージは、セルラ・ネットワークなどの比較的高速なワイヤレス・データ・ネット
ワークを介するトラフィック・パケットおよびシグナリング・メッセージを含むことがで
きる。
【００３３】
　デジタル・セルラＣＤＭＡネットワークなどの高速ワイヤレス・データ・ネットワーク
内で移動するとき、移動体通信のハンドオーバは、移動局１０５について、ユーザが第１
セルの責任のエリアを退出するとき、すなわち新しいセルに入るときに行われる。このハ
ンドオーバは、コントローラ１８０で調整することができる。コントローラ１８０は、ユ
ーザが第１基地局の責任のエリアを退出して第２基地局に入るときに移動体通信のハンド
オーバを調整することができる。
【００３４】
　様々な基地局と通信するために、移動局１０５は、受信機（ＲＸ）および送信機（ＴＸ
）を備えることができる。受信機は基地局の組からパケット・データの送信を受信するこ
とができるが、送信機は、基地局の組にパケット・データを送信することができ、基地局
の異なるセル・セクタと関連付けることができる。
【００３５】
　移動局１０５は、アップリンクおよび／または逆方向リンク（ＲＬ）上で改訂データ転
送速度の値を示すために、基地局ルータ１１０にフィードバックを送る。基地局ルータ１
１０は、データ転送速度制御チャネル（ＤＲＣ）上の逆方向リンクを介して、データ転送
速度制御についてのフィードバックを受信することができる。１次パイロットおよび／ま
たは２次パイロットの測定値に関連するフィードバックに応答して。
【００３６】
　高速ワイヤレス・データ・ネットワークの一例は、第３世代（３Ｇ）Ｐａｒｔｎｅｒｓ
ｈｉｐ　Ｐｒｏｊｅｃｔ（３ＧＰＰ２）仕様によって指定されるようなＣＤＭＡプロトコ
ルに基づくデジタル・セルラ・ネットワークを含む。３Ｇセルラ・システムは、拡張音声
機能を提供し、高データ転送速度パケットベースのサービスをサポートする。こうした特
徴は、ＩＳ－８５６と呼ばれるｃｄｍａ２０００　１ｘＥＶ高レート・パケット・データ
・エア・システムで提供される。３Ｇセルラ・システムｃｄｍａ２０００　１ｘＥＶは、
ＩＳ－９５規格に基づくセルラ・システムと比較して、非対称データ・トラフィックでモ
バイル・ユーザに高速ワイヤレス・インターネット・アクセスを提供する。例えば、移動
局１０５のユーザのデータ転送速度は、９．６ｋｂｐｓから１５３．６ｋｂｐｓまで変化
することができる。
【００３７】
　ノードＢと呼ばれることもある基地局ルータ１１０は、高速ワイヤレス・データ・ネッ
トワーク内の関連する地理領域への接続性を提供することができる。基地局ルータ１１０
は、データ・パケットなどのトラフィック・パケットを送信することができる。例えば、
トラフィック・パケットは、インターネット・サイトから要求された音声情報、イメージ
、ビデオ、データなどを含むことができる。一方、シグナリング・メッセージを使用して
、各移動局１０５および／またはワイヤレス・ネットワーク１００の他の要素にコマンド
を提供することができる。シグナリング・メッセージの例は、構成メッセージ、セットア
ップ命令、切替え命令、ハンドオフ命令などを含むことができる。
【００３８】
　ワイヤレス・ネットワーク１００では、ワイヤレス・データ・ネットワークは、任意の
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望ましいプロトコルを配置して、任意の望ましいプロトコルに従って第１および第２基地
局と移動局の間のワイヤレス通信を可能にすることができる。そのようなプロトコルの例
は、（ＣＤＭＡ、ＷＣＤＭＡ）プロトコル、ＵＭＴＳプロトコル、ＧＳＭプロトコルなど
を含む。無線ネットワーク・コントローラ（ＲＮＣ）を第１および第２基地局に結合する
ことができ、第１および第２移動局のユーザがセルラ・ネットワークなどのネットワーク
を介してパケット・データを通信することを可能にすることができる。セルラ・ネットワ
ークの一例は、第３世代（３Ｇ）Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ　Ｐｒｏｊｅｃｔ（３ＧＰＰ）
仕様によって指定されるようなＣＤＭＡプロトコルに基づくデジタル・セルラ・ネットワ
ークを含む。
【００３９】
　そのようなプロトコルの他の例は、ＷＣＤＭＡプロトコル、ＵＭＴＳプロトコル、ＧＳ
Ｍプロトコルなどを含む。コントローラ１８０は、本発明の例示的一実施例に従って移動
局１０５と第１および第２基地局の間のワイヤレス通信の交換を管理することができる。
図１では２つの基地局と１つのコントローラ１８０が示されているが、任意の望ましい数
の基地局ルータ１１０および無線ネットワーク・コントローラ１８０を使用できることを
、本開示の特典を有する関連技術分野の技術者は理解されたい。
【００４０】
　ノードＢと呼ばれることもある基地局ルータ１１０および基地局１１０ａのそれぞれは
、ワイヤレス・データ・ネットワーク内の関連する地理領域に対する接続性を提供するこ
とができる。そのようなワイヤレス・データ・ネットワークの各部分を、ハードウェア、
ソフトウェア、またはそれらの組合せを使用する他の構成要素を含むように任意の数の方
式で適切に実装できることを当業者は理解されたい。ワイヤレス・データ・ネットワーク
は、当業者には周知であり、したがって話を明確にするために、本明細書では、本発明に
関係するワイヤレス・データ・ネットワークの態様のみを説明する。
【００４１】
　一実施形態によれば、移動局１０５は、基地局に結合されたコントローラ１８０を介し
て逆方向リンク上でアクティブな基地局と通信することができる。移動局１０５は、アク
ティブな基地局と逆方向リンクを介して通信することができ、アクティブな基地局は一般
に、サービス基地局またはサービス・セクタと呼ばれる。第３世代Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉ
ｐ　Ｐｒｏｊｅｃｔ（３ＧＰＰ２）規格は、３ＧＰＰ２仕様に基づいてサービス基地局ま
たはサービス・セクタとサービス無線ネットワーク・コントローラの役割を定義する。
【００４２】
　一実施形態では、複数のチャネル上で逆方向リンクおよび順方向リンクを確立すること
ができる。トラフィック・チャネルや制御チャネルなどのチャネルを別々のチャネル周波
数と関連付けることができる。例えば、関連するチャネル数および周波数を有するＣＤＭ
Ａチャネルは、高レート・パケット・データの伝送のためのワイヤレス通信リンクを形成
することができる。逆方向リンク上では、例えば、移動局１０５は、トラフィック・チャ
ネル上の伝送を受信するためのデータ転送速度で基地局ルータ１１０を更新することがで
きる。順方向リンクは、逆方向パワー制御チャネル（ＲＰＣ）　データ速度制御ロックチ
ャネル（ＤＲＣＬｏｃｋ）　逆方向アクティビティチャネル（ＲＡ）　を含む４つのサブ
チャネルを含む順方向ＭＡＣチャネルを使用することができる。
【００４３】
　逆方向リンク上で、移動局１０５は、アクセスチャネルまたはトラフィックチャネル上
で送信することができる。アクセスチャネルは、パイロットチャネルおよびデータチャネ
ルを含む。トラフィックチャネルはパイロット、ＭＡＣ、およびデータチャネルを含む。
ＭＡＣ　チャネルは、データチャネルが逆方向トラフィックチャネル上でデータ転送速度
で送信されているかどうかを示すのに使用される逆方向速度指標（ＲＲＩ）サブチャネル
を含む４つのサブチャネルを含む。別のサブチャネルは、トラフィック・チャネルが最良
のサービス・セクタ上でサポートすることのできる改訂後データ転送速度を基地局ルータ
１１０に示すために移動局１０５で使用されるデータ速度制御（ＤＲＣ）である。トラフ
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ィック・チャネル上で送信されるデータ・パケットが首尾よく受信されたかどうかを基地
局ルータ１１０に通知するために肯定応答（ＡＣＫ）サブチャネルが移動局１０５で使用
される。基地局セクタのどれが順方向リンク・データを送信しているべきかを示すために
データ資源制御（ＤＳＣ）サブチャネルが使用される。
【００４４】
　別の実施形態では、移動局１０５は、図１に示されるように、基地局の組のうちの１つ
または複数に関連する少なくとも２つのセル・セクタにパケット・データの送信を要求す
ることができる。一実施形態では、ワイヤレス・ネットワーク１００は、セルラ・ネット
ワークに基づくことができ、セルラ・ネットワークは少なくとも部分的には、Ｕｎｉｖｅ
ｒｓａｌ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｔｅｌｅｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ　Ｓｙｓｔｅｍ（ＵＭＴ
Ｓ）規格に基づくことができる。セルラ・ネットワークは、ＵＭＴＳ、ＣＤＭＡ２０００
などを含むプロトコルのいずれか１つを利用する２Ｇ、３Ｇ、または４Ｇ規格のいずれか
１つと関係付けることができるが、特定の規格または特定のプロトコルの使用は設計の選
択の問題であり、必ずしも本発明にとって必須ではない。
【００４５】
　一実施形態では、従来型Ｏｐｅｎ　Ｓｙｓｔｅｍ　Ｉｎｔｅｒｃｏｎｎｅｃｔｉｏｎ（
ＯＳＩ）モデルは、移動局１０５と基地局の組の間でのメッセージ、パケット、データグ
ラム、フレームなどを含むパケット・データおよび他のデータの伝送を可能にすることが
できる。「パケット・データ」という用語は、所望の方式で構成された情報またはメディ
ア・コンテンツを含むことができる。限定はしないが、無線リンク・プロトコル（ＲＬＰ
）フレーム、シグナリング・リンク・プロトコル（ＳＬＰ）フレーム、または任意の他の
所望のフォーマットを含むフレームとしてパケット・データを送信することができる。パ
ケット・データの例は、特定の応用例に基づく音声、ビデオ、シグナリング、メディア・
コンテンツ、または任意の他のタイプの情報を表すペイロード・データ・パケットを含む
ことができる。
【００４６】
　１つの特定のシナリオは、ワイヤレス・ネットワーク１００の従来型セルに関連するセ
クタ内の固定位置に配置された移動局１０５に、パイロット（移動局１０５がレガシーか
、それともＲｅｖｉｓｉｏｎ　Ｂタイプであるかに応じて１次または２次）Ｃ／Ｉ測定値
を使用してＤＲＣ値を生成させることができる。
【００４７】
　図２を参照すると、ネットワーク１００が基地局ルータ１１０を使用して呼出し１２５
を完了するための緊急時装置１１２を実装する方法の様式化表現が本発明の一実施形態に
従って示されている。判定ブロック２０５で、フィルタ・ソフトウェア１５５を使用する
ことにより、基地局ルータ１１０が、緊急状態の音声呼出しなどの呼出し１２５が緊急時
の表示１２０によって示されるかどうかを検出する。判定ブロック２０５でのチェックは
、バックホール・ネットワーク１８５へのリンクが利用可能かどうかを確認することがで
きる。バックホール・ネットワーク１８５へのリンクが利用可能である場合、ブロック２
１０に示されるように、フィルタ・ソフトウェア１５５は、基地局ルータ１１０のフィル
タ１６５に、ネットワーク１００を介してさらに呼出し１２５を送信するためのワイヤレ
ス・バックホール・リンク１３０などのバックホール・リンクを提供させる。例えば、モ
バイル端末１０５から意図されるモバイル端末のユーザへの呼出し１２５を完了すること
ができる。このようにして、ブロック２１５に示されるように、基地局ルータ１１０は、
緊急時の表示１２０に応答して、ネットワーク１００を介するワイヤレス通信１１５を可
能にすることができる。
【００４８】
　図３を参照すると、基地局１１０ａまたは基地局ルータ１１０を端末モード基地局とし
て再構成する方法を実装する様式化表現が、本発明の一実施形態に従って概略的に示され
ている。ブロック３００で、フィルタ・ソフトウェア１５５が受信機周波数帯と送信周波
数帯を交換し、基地局または基地局ルータ１１０を端末として再構成することができる。



(12) JP 5378987 B2 2013.12.25

10

20

30

40

50

ブロック３０５で、基地局ルータ１１０は、ネットワーク１００がオフラインであっても
、呼出し１２５と、緊急時の表示１２０などの関連情報を受諾することができる。ブロッ
ク３１０で、基地局ルータ１１０は、呼出し１２５および緊急時の表示１２０を格納する
ことができる。
【００４９】
　一実施形態では、基地局１１０ａの派生物である基地局ルータ（ＢＳＲ）１１０は、基
地局１１０ａと同一の周波数帯を使用することができる。両者の間の１つの差は、基地局
１１０ａが無線ネットワーク・コントローラ（ＲＮＣ）１８０に接続し、したがって独立
して動作することができず、ＢＳＲ１１０はＲＮＣの必要なしにインターネット１８５ａ
に直接的に接続することである。再構成により、前述のように、ＢＳＲ１１０または基地
局１１０ａを高出力端末にすることができる。そのような端末は、ＢＳＲ／基地局と比較
してＲＸバンドとＴＸバンドを交換することができる。
【００５０】
　適切なバックホール・リンクが利用可能となる限りは、ローカル・ディスクまたはラン
ダム・アクセス・メモリ（ＲＡＭ）上に音声呼出しを格納することにより、電池後援基地
局ルータ１１０は、例えば衛星への超小型地球局（ＶＳＡＴ）接続、ヘリコプタへのＷＬ
ＡＮ接続、ＷｉＭＡＸ接続、さらには損なわれていないバックホール接続性を有する別の
基地局へのＵＭＴＳリンクを使用して、収集した情報をアップロードすることができる。
以下で説明するＵＭＴＳのケースは、呼出し（ボイス・メッセージ）またはＳＭＳ／ＭＭ
Ｓがリアル・タイムで送達されない可能性がある点でＲＦ再構成を使用する。その代わり
に、ＷＬＡＮまたはＷｉＭＡＸまたは他のワイヤレス接続を使用して、ヘリコプタへのＶ
ＳＡＴリンクまたはクイック・アップロードを介して呼出しまたはメッセージを送ること
ができる。
【００５１】
　判定ブロック３１５は、ワイヤレス・バックホール・リンク１３０が利用可能であるか
どうかを判定する。ワイヤレス・バックホール・リンク１３０が利用可能である場合、固
定有線バックボーン・ネットワーク・リンク１３５は誤作動、すなわち通信またはネット
ワーク接続性のために利用可能ではないことを示す。ブロック３２０では、再構成を実施
して、基地局／ＢＳＲを高出力端末に変換することができる。すなわち、ＲＦモジュール
およびプロトコル・スタックを再プログラムするために基地局ルータ１１０のリブートを
実施することができる。再構成時に、ブロック３２５で示されるように、基地局ルータ１
１０は、ワイヤレス・バックホール・リンク１３０を介して呼出し１２５を転送すること
ができる。
【００５２】
　基地局または基地局ルータ１１０を端末として再構成するために、フィルタ・ソフトウ
ェア１５５とフィルタ１６５を含む無線周波数（ＲＦ）モジュールは、周波数アジャイル
技法を使用することができ、周波数アジャイル技法は、高出力端末である基地局ルータ１
１０からの無線周波数通信を可能にすることができる。送信周波数帯を受信機周波数帯と
交換するために、基地局ルータ１１０はトランシーバ１６０を使用することができる。基
地局ルータ１１０では、ワイヤレス・バックホール・リンク１３０の可用性を検出したと
きに、基地局ルータ１１０は、バックホール接続性を有する別の基地局へのサテライト接
続、ＷＬＡＮ接続、ＷｉＭＡＸ接続、および／またはＵＭＴＳリンクを使用して、呼出し
１２５に関連する呼出し情報を送ることができる。そのような接続のいずれか１つを使用
することにより、基地局ルータ１１０は、非リアル・タイムで呼出し１２５を送達するこ
とができる。
【００５３】
　このようにして、基地局ルータ１１０および／または基地局１１０ａを端末として再構
成することができ、端末は、「周波数可変能力」を使用して送信周波数帯を受信周波数帯
と交換する。基地局ルータ１１０は、従来型モバイル端末よりも高い送信出力および高い
感度のトランシーバを使用することができるので、基地局ルータ１１０が端末として構成
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されるとき、相対的に広いセル範囲を提供し、依然として動作しているより遠くに離れた
基地局に到達する。ＣＤＭＡおよびＵＭＴＳシステムの状況では特に、リンク・バジェッ
トが一般にアップリンクによって限定され、端末送信出力の向上により、セル範囲の向上
を可能にすることができる。端末は通常、１００ｍＷ（２０ｄＢｍ）程度の送信出力を有
する一方、基地局ルータ１１０は通常、１０Ｗ（４０ｄＢｍ）を提供する。したがって、
リンク・バジェットは、例えば少なくとも２０ｄＢだけ改善することができ、基地局ルー
タ１１０のアンテナに伴う追加の改善を端末に対して得ることができる。具体的には、２
０ｄＢのリンク・バジェットの向上は、３．８倍のセル半径の向上に対応することができ
る。
【００５４】
　高速切替ＲＦ技法を取り込むことにより、基地局ルータ１１０のＲＦシステムは、基地
局モードまたは端末モードで動作することのできる対称基地局ルータ１１０を提供するこ
とができる。基地局ルータ１１０内のＲＦ関連モジュールを周波数アジャイル・モジュー
ルにすることができ、周波数アジャイル・モジュールは、無線、電力増幅器（ＰＡ）、１
つまたは複数のフィルタで動作周波数の変更を可能にする。
【００５５】
　ＷＬＡＮは対称ＲＦシステムを利用するので、端末、（例えばＰＣＭＣＩＡカード）に
対して使用されるのと同一のＲＦシステムをアクセス・ポイントに対して使用することが
できる。ＷＬＡＮでは、対称ＲＦシステムはコストの点、２番目には柔軟性の点で非常に
有利である。インフラストラクチャとアドホックモードの間の切替えが実施されるとき、
ハードウェアに対する変更が望ましくないことがある。そのようなＲＦシステムは、ポイ
ントツーポイントならびにポイントツーマルチポイント通信をサポートすることができる
。
【００５６】
　緊急時の場合、基地局ルータ１１０は、Ａｕｄｉｘ上に緊急呼出しを格納することによ
り、バックホール接続性なしにスタンド・アロン・サービスを提供することができ、例え
ばボイス・メッセージを圧縮し、ハード・ディスク上に格納することができる。次いで、
基地局ルータ１１０は高出力端末となることができ、基地局ルータ１１０が通信すること
のできる別の基地局に到達することができる。周波数可変能力を除く基地局ルータ１１０
のセル範囲の拡張は、標準可変能力をサポートする。
【００５７】
　一実施形態では、基地局ルータ１１０（端末モード）は、ＳＭＳやＭＭＳなどの格納さ
れたボイス・メッセージの転送をリアル・タイムで行う必要がないので、データ転送速度
を低下させてセル半径を拡大し、遠くに離れた基地局に到達することができる。端末モー
ドの基地局ルータ１１０は、ワイヤレス・ネットワークに到達するために他のエア・イン
ターフェース・プロトコルを使用することができる。
【００５８】
　ＳＭＳおよびＭＭＳを含むボイス・メッセージを転送するために、基地局ルータ１１０
は、パケット・サテライト／ＶＳＡＴモデムを備えることができる。さらに、基地局ルー
タ１１０が特別の緊急情報を配布することを可能にするために、基地局ルータ１１０は、
ストレージ機構をＳＭＳセル・ブロードキャストまたは他の配布チャネルのためのプレイ
アウト・センタとして使用することができる。したがって、バックホール・インフラスト
ラクチャが破壊され、または機能していないとき、緊急事態領域内の新しく設置された基
地局ルータ１１０の場合、またはそのようなインフラストラクチャが存在していなかった
場合、基地局ルータ１１０は呼出しを完了することができる。
【００５９】
　ユーザの緊急メッセージが可能な限り早く格納および送達されるというオーディオ告知
を介してユーザに通知することができる。ユーザの認証なしに呼出しを受諾するように基
地局ルータ１１０を構成することができる。したがって、ユーザのすべての国別モバイル
コード、モバイルネットワークコード、およびモバイル加入者識別番号（ＭＳＩＮ）を受
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諾することができる。具体的には、３ＧＰＰ規格準拠ハンドセットをサポートすることが
できる。３ＧＰＰ２基地局ルータ１１０とＵＭＴＳ基地局ルータ１１０またはＷＣＤＭＡ
ハンドセットの代わりに、ＧＳＭ基地局ルータ１１０で２Ｇハンドセットを使用可能にす
ることができる。
【００６０】
　基地局ルータ１１０のマイクロおよびピコ・バージョンを小型ポータブル・ボックス内
に実装することができる。したがって、災害または他の出来事の場合に使用可能なフォー
ルバック非リアル・タイム・ワイヤレス・ネットワーク接続を確立するために効率的に基
地局ルータ１１０を使用することができる。ＣＤＭＡ、ＴＤＭＡ、ＴＥＴＲＡなどのＧＳ
Ｍ／ＵＭＴＳ以外のワイヤレス・ネットワーク１００などのワイヤレス・ネットワークは
、同様の方式で基地局ルータ１１０を使用することができる。基地局ルータ１１０では、
ストレージ機能は、非リアル・タイム・リンクを介してリモートにブロードキャスト情報
を格納することができる。次いで、緊急エリア内のユーザは、リアル・タイム・バックホ
ールが失われている場合であっても、基地局ルータ１１０からブロードキャスト情報を受
信することができる。
【００６１】
　一実施形態では、ワイヤレス・ネットワーク１００は、個々のユーザまたは企業によっ
て望まれる速度およびカバレッジでモバイル・データをワイヤレスに通信することができ
る。一実施形態によれば、高速ワイヤレス・データ・ネットワークは、インターネットお
よび公衆電話システム（ＰＳＴＮ）を含むインターネット・プロトコル（ＩＰ）ネットワ
ークなどの１つまたは複数のデータ・ネットワークを含むことができる。第３世代（３Ｇ
）モバイル通信システム、すなわちＵｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｔｅｌｅｃｏｍ
ｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ　Ｓｙｓｔｅｍ（ＵＭＴＳ）は、第３世代Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ
　Ｐｒｏｊｅｃｔ（３ＧＰＰ）仕様に従うマルチメディア・サービスをサポートする。広
帯域符号分割多元接続（ＷＣＤＭＡ）とも呼ばれるＵＭＴＳは、パケット切替えネットワ
ーク、例えばＩＰベースのネットワークであるコア・ネットワーク（ＣＮ）を含む。イン
ターネットとモバイル応用例のマージのために、ＵＭＴＳユーザは、遠隔通信資源とイン
ターネット資源のどちらにもアクセスすることができる。エンドツーエンド・サービスを
ユーザに提供するために、ＵＭＴＳネットワークは、第３世代Ｐｒｏｊｅｃｔ　Ｐａｒｔ
ｎｅｒｓｈｉｐ（３ＧＰＰ２）規格で指定されるＵＭＴＳベアラ・サービス階層化アーキ
テクチャを配置することができる。エンドツーエンド・サービスの提供は、いくつかのネ
ットワークを介して搬送され、プロトコル層の対話によって実現される。
【００６２】
　本発明の部分および対応する詳細な説明が、ソフトウェア、アルゴリズム、およびコン
ピュータ・メモリ内のデータ・ビットに対するオペレーションの記号表現に関して提示さ
れる。こうした説明および表現は、それによって当業者が研究の本質を他の当業者に効果
的に伝えるものである。アルゴリズムは、ここで使用されるとき、および一般的に使用さ
れるとき、所望の結果が得られる首尾一貫したステップのシーケンスであると考えられる
。ステップは、物理量の物理的操作を必要とするものである。通常、必須ではないが、こ
うした量は、格納、転送、結合、比較、または操作することのできる光学的、電気的また
は磁気的信号の形態を取る。主に一般的な使用法のために、こうした信号をビット、値、
要素、シンボル、文字、用語、数などとして参照することが時には好都合であることが示
されている。
【００６３】
　しかし、上記および類似の用語のすべては適切な物理量と関連付けられるべきであり、
単にこうした量に適用された好都合なラベルであることに留意されたい。別段の記述がな
い限り、または議論から明らかなように、「処理」または「コンピューティング」または
「計算」または「決定」または「表示」などの用語は、コンピュータ・システムのレジス
タおよびメモリ内の物理的電子量として表されるデータをコンピュータ・システム・メモ
リまたはレジスタまたは他のそのような情報ストレージ、伝送、または表示装置内の物理
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量として同様に表される他のデータに操作および変換するコンピュータ・システムまたは
類似の電子コンピューティング装置のアクションおよびプロセスを指す。
【００６４】
　本発明のソフトウェアで実装された態様は通常、何らかの形態のプログラム記憶媒体上
に符号化され、または何らかのタイプの伝送媒体を介して実装されることにも留意された
い。プログラム記憶媒体は、磁気式（例えばフロッピィ・ディスクまたはハード・ドライ
ブ）または光学式（例えばコンパクト・ディスク読み取り専用メモリまたは「ＣＤ－ＲＯ
Ｍ」）でよく、読み取り専用またはランダム・アクセスでよい。同様に、伝送媒体は撚線
対、同軸ケーブル、光ファイバ、または当技術分野で周知の何らかの他の適切の伝送媒体
でよい。本発明は、任意の与えられた実装のこうした態様によって限定されない。
【００６５】
　上記の本発明を添付の図を参照しながら説明した。様々な構造、システム、および装置
が、説明のみの目的で、当業者に周知の詳細で本発明を不明瞭にしないように図面に概略
的に示されている。それでも、添付の図面は、本発明の例示的実施例を説明するために含
められる。本明細書で使用される語句は、関連技術の技術者によるそうした語句の理解と
整合する意味を有するように理解および解釈されるべきである。語句の特別な定義、すな
わち当業者によって理解される通常の習慣的な意味とは異なる定義は、本明細書の語句の
一貫した使用によって暗示されないものとする。語句が特別な意味、当業者によって理解
されるのとは異なる意味を有するように意図される範囲では、そのような特別な定義が、
語句に関する特別な定義を直接的かつはっきりと与える定義的な方式で本明細書内で明確
に説明される。
【００６６】
　本明細書では遠隔通信ネットワーク環境で有用であるものとして本発明を示したが、本
発明は、他の関連した環境での応用例も有する。例えば、上述の装置のうちの２つ以上を
ハード・ケーブリング、無線周波数信号（例えば８０２．１１（ａ）、８０２．１１（ｂ
）、８０２．１１（ｇ）、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈなど）、赤外線結合、電話回線、モデムな
どの装置間接続を介して互いに結合することができる。本発明は、２人以上のユーザが相
互接続され、互いに通信することのできる任意の環境で応用例を有することができる。
【００６７】
　本明細書の様々な実施形態で示される様々なシステム層、ルーチン、またはモジュール
は実行可能制御ユニットでよいことを当業者は理解されよう。制御ユニットは、マイクロ
プロセッサ、マイクロコントローラ、デジタル信号プロセッサ、プロセッサ・カード（１
つまたは複数のマイクロプロセッサまたはコントローラを含む）、あるいは他の制御また
はコンピューティング装置、ならびに１つまたは複数の記憶装置内に含まれる実行可能命
令を含むことができる。記憶装置は、データおよび命令を格納する１つまたは複数の機械
可読記憶媒体を含むことができる。記憶媒体は、動的または静的ランダム・アクセス・メ
モリ（ＤＲＡＭまたはＳＲＡＭ）、消去可能およびプログラム可能読み取り専用メモリ（
ＥＰＲＯＭ）、電気的消去可能およびプログラム可能読み取り専用メモリ（ＥＥＰＲＯＭ
）、フラッシュ・メモリなどの半導体メモリ装置、固定ディスク、フロッピィ、取外し可
能ディスクなどの磁気ディスク、テープを含む他の磁気媒体、コンパクト・ディスク（Ｃ
Ｄ）やデジタル・ビデオ・ディスク（ＤＶＤ）などの光媒体を含む様々な形態のメモリを
含むことができる。様々なソフトウェア層、ルーチン、または様々なシステム内のモジュ
ールを構成する命令をそれぞれの記憶装置に格納することができる。命令は、それぞれの
制御ユニットで実行されたとき、対応するシステムにプログラムされた動作を実行させる
。
【００６８】
　本明細書の教示の特典を有する当業者には明らかな、異なるが同等の方式で本発明を修
正および実施することができるので、開示の特定の実施形態は例示的なものに過ぎない。
さらに、以下の特許請求の範囲に説明されるものを除いて、本明細書に示される構成また
は設計の詳細に対して限定は意図されない。したがって、上記で開示された特定の実施形
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態を変更または修正することができ、すべてのそのような変形形態は本発明の範囲および
精神の中にあると考えられることは明らかである。したがって、本明細書で要求される保
護は以下の特許請求の範囲に記載される。
【図面の簡単な説明】
【００６９】
【図１】本発明の例示的一実施形態による、緊急時の表示に応答して基地局または基地局
ルータがワイヤレス通信を使用可能にするワイヤレス・ネットワークを概略的に示す図で
ある。
【図２】本発明の例示的一実施形態に適合する基地局ルータを使用して呼出しを完了する
ために図１に示されるワイヤレス・ネットワークの緊急装置を実装する方法の様式化され
た表現を示す図である。
【図３】基地局および／または基地局ルータを本発明の例示的一実施形態に適合する端末
として再構成する方法を実施する様式化された表現を示す図である。

【図１】 【図２】
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